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瑞浪市税条例の一部を改正する条例 

（瑞浪市税条例の一部改正） 

第１条 瑞浪市税条例（昭和２９年条例第１３号）の一部を次のように改正

する。 

  第３７条の２第３項中「３月１５日までに施行規則第５号の５様式」を 

 「、３月１５日までに、施行規則第５号の５様式」に改め、同条中第７項 

 を第８項とし、第６項を第７項とし、第５項を第６項とし、第４項の次に 

 次の１項を加える。 

 ５ 第１項又は前項の場合において、前年において支払を受けた給与で所 

得税法第１９０条の規定の適用を受けたものを有する者で市内に住所を 

有するものが、第１項の申告書を提出するときは、法第３１７条の２第 

１項各号に掲げる事項のうち施行規則で定めるものについては、施行規 

則で定める記載によることができる。 

  第３７条の３の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」

に改め、同条第１項中「同項の」を「同項に規定する」に改め、同項第３ 

号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

 （３） 当該給与所得者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨 

 第３７条の３の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」

に改め、同条第１項中「第２０３条の５第１項」を「第２０３条の６第１ 

項」に改め、「ならない者」の次に「又は法の施行地において同項に規定 
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する公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除 

く。以下この項において「公的年金等」という。）の支払を受ける者であ 

って、扶養親族（控除対象扶養親族を除く。）を有する者若しくは単身児 

童扶養者である者」を加え、「同項の」を「所得税法第２０３条の６第１ 

項に規定する」に、「同項に規定する公的年金等」を「公的年金等」に改 

め、同項第３号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

 （３） 当該公的年金等受給者が単身児童扶養者に該当する場合には、 

その旨 

  第３７条の３の３第２項中「第２０３条の５第２項」を「第２０３条の 

６第２項」に改め、同条第４項中「第２０３条の５第５項」を「第２０３ 

条の６第６項」に改める。 

 第３７条の４第１項中「によって」を「により」に、「同条第６項」を 

「同条第７項」に、「第７項」を「第８項」に、「においては」を「には」

に改める。 

 第９１条の２第１項第１号中「、当該身体障害者若しくは精神障害者（ 

以下「身体障害者等」という。）」を「若しくは精神障害者（以下「身体 

障害者等」という。）、当該身体障害者等」に改め、同条第２項各号列記 

以外の部分中「又は地方自治法」を「若しくは地方自治法」に、「第９２ 

条の規定により交付された身体障害者」を「第９２条の規定により交付さ 

れた身体障害者等」に改める。 

 附則第１５条の２に次の３項を加える。 

２ 県知事は、当分の間、前項の規定により行う軽自動車税の環境性能割 

の賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が法第４４６条第１項（同条第 

２項において準用する場合を含む。）又は法第４５１条第１項若しくは 

第２項（これらの規定を同条第４項において準用する場合を含む。）の 

適用を受ける３輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をするとき 

は、国土交通大臣の認定等（法附則第２９条の９第３項に規定する国土 

交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をす 

るものとする。 

 ３ 県知事は、当分の間、第１項の規定により賦課徴収を行う軽自動車税 

の環境性能割につき、その納付すべき額について不足額があることを附 
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則第１５条の４の規定により読み替えられた第８２条の６第１項の納期 

限（納期限の延長があったときは、その延長された納期限）後において 

知った場合において、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等 

の申請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申請 

に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含 

む。）により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通 

大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことによるものであると 

きは、当該申請をした者又はその一般承継人を当該不足額に係る３輪以 

上の軽自動車について法附則第２９条の１１の規定によりその例による 

こととされた法第１６１条第１項に規定する申告書を提出すべき当該３ 

輪以上の軽自動車の取得者とみなして、軽自動車税の環境性能割に関す 

る規定を適用する。 

 ４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境性 

能割の額は、同項の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計 

算した金額を加算した金額とする。 

附則第１５条の２を附則第１５条の２の２とし、附則第１５条の次に次 

の１条を加える。 

（軽自動車税の環境性能割の非課税） 

 第１５条の２ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項において準用する 

場合を含む。）に掲げる３輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以 

下この条において同じ。）に対しては、当該３輪以上の軽自動車の取得 

が令和元年１０月１日から令和２年９月３０日までの間（附則第１５条 

の６第３項において「特定期間」という。）に行われたときに限り、第 

８１条第１項の規定にかかわらず、軽自動車税の環境性能割を課さない。 

  附則第１５条の６に次の１項を加える。 

 ３ 自家用の３輪以上の軽自動車であって乗用のものに対する第８２条の 

４（第２号に係る部分に限る。）及び前項の規定の適用については、当 

該軽自動車の取得が特定期間に行われたときに限り、これらの規定中「 

１００分の２」とあるのは、「１００分の１」とする。 

  附則第１６条中「附則第３０条」を「附則第３０条第１項」に改め、「 

指定」の次に「（次項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」とい 
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う。）」を加え、同条に次の３項を加える。 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車 

に対する第８３条の規定の適用については、当該軽自動車が平成３１年 

４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた 

場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令 

和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を 

受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左 

欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右 

欄に掲げる字句とする。 

 ３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１項 

第３号に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガ 

ソリン軽自動車」という。）のうち３輪以上のものに対する第８３条の 

規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日か 

ら令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令 

和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和 

２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受 

けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄 

に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄 

に掲げる字句とする。 

 ４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車の 

第２号ア（イ） ３，９００円 １，０００円

第２号ア（ウ）a ６，９００円 １，８００円

１０，８００円 ２，７００円

第２号ア（ウ）b ３，８００円 １，０００円

５，０００円 １，３００円

第２号ア（イ） ３，９００円 ２，０００円

第２号ア（ウ）a 

 

６，９００円 ３，５００円

１０，８００円 ５，４００円

第２号ア（ウ）b 

 

３，８００円 １，９００円

５，０００円 ２，５００円
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うち３輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対す 

る第８３条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が平成３１ 

年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受け 

た場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽 

自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両 

番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、 

次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ 

れ同表の右欄に掲げる字句とする。 

  附則第１６条の２を次のように改める。 

  （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

 第１６条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、３輪以上 

の軽自動車が前条第２項から第４項までの規定の適用を受ける３輪以上 

の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大臣の認 

定等（法附則第３０条の２第１項に規定する国土交通大臣の認定等をい 

う。次項において同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

 ２ 市長は、納付すべき軽自動車税の種別割の額について不足額があるこ 

とを第８４条第２項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長 

された納期限）後において知った場合において、当該事実が生じた原因 

が、国土交通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他不正の手段（当 

該申請をした者に当該申請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の 

偽りその他不正の手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受けた 

ことを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消し 

たことによるものであるときは、当該申請をした者又はその一般承継人 

を賦課期日現在における当該不足額に係る３輪以上の軽自動車の所有者 

とみなして、軽自動車税の種別割に関する規定（第８８条及び第８９条 

の規定を除く。）を適用する。 

第２号ア（イ） ３，９００円 ３，０００円

第２号ア（ウ）a 

 

６，９００円 ５，２００円

１０，８００円 ８，１００円

第２号ア（ウ）b 

 

３，８００円 ２，９００円

５，０００円 ３，８００円
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 ３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別割 

の額は、同項の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算し 

た金額を加算した金額とする。 

第２条 瑞浪市税条例の一部を次のように改正する。 

  第２４条第１項第２号中「又は寡夫」を「、寡夫又は単身児童扶養者」 

に改める。 

 附則第１６条第１項中「第４項」を「第５項」に改め、同条に次の１項 

を加える。 

５ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車 

のうち、自家用の乗用のものに対する第８３条の規定の適用については、

当該軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初 

回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に 

限り、当該軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの 

間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種 

別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げ 

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

附則第１６条の２第１項中「第４項」を「第５項」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 （１） 第１条中瑞浪市税条例第３７条の２第３項の改正規定及び同条中 

第７項を第８項とし、第６項を第７項とし、第５項を第６項とし、第４ 

項の次に１項を加える改正規定並びに第３７条の３の２、第３７条の３ 

の３及び第３７条の４第１項の改正規定並びに附則第２項から第４項ま 

での規定 令和２年１月１日 

 （２） 第２条中瑞浪市税条例第２４条の改正規定及び附則第５項の規定

令和３年１月１日 

 （３） 第２条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第８項の規定 

令和３年４月１日 

 （市民税に関する経過措置） 
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２ 附則第１項第１号に掲げる規定による改正後の瑞浪市税条例（次項及び 

第４項において「令和２年新条例」という。）第３７条の２第５項の規定 

は、同号に掲げる規定の施行の日以後に令和２年度以後の年度分の個人の 

市民税に係る申告書を提出する場合について適用し、同日前に当該申告書 

を提出した場合及び同日以後に令和元年度分までの個人の市民税に係る申 

告書を提出する場合については、なお従前の例による。 

３ 令和２年新条例第３７条の３の２第１項（第３号に係る部分に限る。） 

の規定は、附則第１項第１号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受ける 

べき瑞浪市税条例第３７条の２第１項に規定する給与について提出する令 

和２年新条例第３７条の３の２第１項及び第２項に規定する申告書につい 

て適用する。 

４ 令和２年新条例第３７条の３の３第１項の規定は、附則第１項第１号に 

掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべき所得税法等の一部を改正す 

る法律（平成３１年法律第６号）第１条の規定による改正後の所得税法（ 

昭和４０年法律第３３号。以下この項において「新所得税法」という。） 

第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（新所得税法第２０３条の７ 

の規定の適用を受けるものを除く。）について提出する令和２年新条例第 

３７条の３の３第１項に規定する申告書について適用する。 

５ 附則第１項第２号に掲げる規定による改正後の瑞浪市税条例第２４条第 

１項（第２号に係る部分に限る。）の規定は、令和３年度以後の年度分の 

個人の市民税について適用し、令和２年度分までの個人の市民税について 

は、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

６ 別段の定めがあるものを除き、附則第１項の規定による改正後の瑞浪市 

税条例（以下「令和元年１０月新条例」という。）の規定中軽自動車税の 

環境性能割に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日以後に取得され 

た３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割について適 

用する。 

７ 令和元年１０月新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令 

和２年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用する。 

８ 附則第１項第３号に掲げる規定による改正後の瑞浪市税条例の規定は、 
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令和３年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和２年 

度分までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 
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議第３７号 

 

   瑞浪市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 瑞浪市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

 

  令和元年５月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

   瑞浪市介護保険条例の一部を改正する条例 

瑞浪市介護保険条例（平成１２年条例第１６号）の一部を次のように改正

する。 

第２条第２項中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「２７，４９０円」

を「２２，９１０円」に改め、同条に次の２項を加える。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料

の減額賦課に係る令和元年度から令和２年度までの各年度における保険料

率について準用する。この場合において、同号中「４５，８１０円」とあ

るのは、「３８，１８０円」と読み替えるものとする。 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険

料の減額賦課に係る令和元年度から令和２年度までの各年度における保険

料率について準用する。この場合において、同号中「４５，８１０円」と

あるのは、「４４，２８０円」と読み替えるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞浪市介護保険条例の規定は、令和元年度分の

保険料から適用し、平成３０年度以前の年度分の保険料については、なお
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従前の例による。 
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議第３８号 

 

瑞浪市下水道条例等の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市下水道条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

 

令和元年５月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市下水道条例等の一部を改正する条例 

 （瑞浪市下水道条例の一部改正） 

第１条 瑞浪市下水道条例（昭和５２年条例第３１号）の一部を次のように

改正する。 

  第１６条第１項中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改め

る。 

 （瑞浪市農業集落排水処理施設条例の一部改正） 

第２条 瑞浪市農業集落排水処理施設条例（平成９年条例第１５号）の一部

を次のように改正する。 

  第５条中「第５条」を「第３条」に改める。 

  第１２条第１項中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改め

る。 

 （瑞浪市水道事業給水条例の一部改正） 

第３条 瑞浪市水道事業給水条例（平成９年条例第１９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２２条第１項及び第２７条第１項中「１００分の１０８」を「１００

分の１１０」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （下水道使用料に関する経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の瑞浪市下水道条例の規定は、この条例の施

行の日前から継続して公共下水道を使用している場合には、令和元年１１

月分として徴収する使用料から適用し、同年１０月分までとして徴収する

使用料については、なお従前の例による。 

 （農業集落排水処理施設使用料に関する経過措置） 

３ 第２条の規定による改正後の瑞浪市農業集落排水処理施設条例第１２条

第１項の規定は、この条例の施行の日前から継続して農業集落排水処理施

設を使用している場合には、令和元年１１月分として徴収する使用料から

適用し、同年１０月分までとして徴収する使用料については、なお従前の

例による。 

（水道料金に関する経過措置） 

４ 第３条の規定による改正後の瑞浪市水道事業給水条例第２２条第１項の

規定は、この条例の施行の日前から継続して給水を受けている場合には、

令和元年１１月分として徴収する料金から適用し、同年１０月分までとし

て徴収する料金については、なお従前の例による。 
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議第３９号 

 

瑞浪市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 

瑞浪市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条

例を次のように制定するものとする。 

 

令和元年５月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正す

る条例 

瑞浪市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和５８年条例第

１０号）の一部を次のように改正する。 

 

  

 

 

 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

１，０８９ヘクタール

２７，２２７人

１３，２２０立方メートル

別表第２中 

「 

」

を

「
１，１４６ヘク

２４，５

１２，５９８立方メ

 

」 

に改める。 

タール 

６１人 

―トル 
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議第４０号 

 
瑞浪市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 

 
瑞浪市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

 
令和元年５月２７日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 
瑞浪市火災予防条例の一部を改正する条例 

瑞浪市火災予防条例（昭和３７年条例第６号）の一部を次のように改正す

る。 

第２９条の５第１号中「作動時間が６０秒以内」を「種別が１種」に改め、

同条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

（６） 第２９条の３第１項各号又は前条第１項に掲げる住宅の部分に特

定小規模施設用自動火災報知設備を特定小規模施設における必要とされ

る防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令（平成２

０年総務省令第１５６号）第３条第２項及び第３項に定める技術上の基

準に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したとき。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議第４１号 

 

瑞浪市附属機関設置条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市附属機関設置条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。 

 

令和元年５月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

 瑞浪市附属機関設置条例（平成２８年条例第２３号）の一部を次のように

改正する。 

 別表教育委員会の部瑞浪市中学校統合準備委員会の項を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（瑞浪市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 瑞浪市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和５５

年条例第４号）の一部を次のように改正する。 

  別表中「中学校統合準備委員会委員」を削る。 
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議第４２号 

 

財産の処分について 

 

次のとおり財産を処分したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

第９６条第１項第６号及び瑞浪市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得 

又は処分に関する条例（昭和３９年条例第８号）第３条の規定により、議会 

の議決を求める。 

 

  令和元年５月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

１ 処分しようとする土地 

所 在 地 地 目 地 積(㎡) 

瑞浪市釜戸町字苅宿３３６１番３ 宅地 ２５，３４８．４３

瑞浪市釜戸町字苅宿３３６１番４ 宅地 ２，４６５．４４

瑞浪市釜戸町字苅宿３３６１番６ 宅地 ５７４．３９

瑞浪市釜戸町字苅宿３３６１番２３ 宅地 ２２．４９

瑞浪市釜戸町字苅宿３３６３番３２ 宅地 ６２．８７

瑞浪市釜戸町字苅宿３３７８番７ 宅地 ２２０．１９

瑞浪市釜戸町字苅宿３４３３番２ 宅地 ４５４．５８

合  計 ２９，１４８．３９

２ 処分しようとする建物及び従物 

所 在 種 類 構 造 等 床面積（㎡） 

瑞浪市釜戸町字苅宿 

３３６１番地３ 
校舎 

鉄筋コンクリート

造３階建 ３，５３１．５２

瑞浪市釜戸町字苅宿 

３３６１番地３ 
体育館

鉄筋コンクリート

造平家建 １，１５０．１３

瑞浪市釜戸町字苅宿 

３３６１番地３ 
部室 

鉄筋コンクリート

造平家建 ３１．６８
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瑞浪市釜戸町字苅宿 

３３６１番地３ 
便所 

鉄筋コンクリート

造平家建 ３．７５

瑞浪市釜戸町字苅宿 

３３６１番地３ 
物置 

コンクリートブロ

ック造平家建 ２２．９８

瑞浪市釜戸町字苅宿 

３３６１番地３ 

プール

管理棟
鉄骨造平家建 

８２．３７

瑞浪市釜戸町字苅宿 

３３６１番地３ 
部室 

コンクリートブロ

ック造平家建 ６７．３４

瑞浪市釜戸町字苅宿 

３３６１番地３ 
従物 

太陽光発電設備、

プール、フェンス

等 

３ 売 却 金 額  土 地         ３０８，９７２，８８８円 

建物及び従物   無償 

４ 売 却 の 相 手 方  愛知県豊田市本町中根９８番地 

司企業株式会社 

                代表取締役 庄 司 只 功 
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議第４３号 

 
令和元年度瑞浪市一般会計補正予算（第１号） 

 
 令和元年度瑞浪市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よる。なお、改元日以降の平成３１年度予算における元号の表示について、 

「令和」に統一する。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２４，０００千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１５，４３４，０００千

円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 
令和元年５月２７日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

15 国 庫 支 出 金 ２，０１７，２６０ ９，５１７ ２，０２６，７７７

1 国庫負担金 １，０６４，０９４ ７，４００ １，０７１，４９４

2 国庫補助金 ９４５，７００ ２，１１７ ９４７，８１７

16 県 支 出 金 １，２５５，７１３ ６，６００ １，２６２，３１３

1 県 負 担 金 ５２５，７０３ ３，７００ ５２９，４０３

2 県 補 助 金 ６２４，０９５ ２，９００ ６２６，９９５

19 繰 入 金 ４６９，０８７ ７，８８３ ４７６，９７０

1 基金繰入金 ４１３，２１６ ７，８８３ ４２１，０９９

歳　　入　　合　　計 １５，４１０，０００ ２４，０００ １５，４３４，０００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

3 民 生 費 ４，８４４，１７６ １７，７００ ４，８６１，８７６

1 社会福祉費 ２，７０１，８４０ １４，８００ ２，７１６，６４０

2 児童福祉費 １，９２９，４５１ ２，９００ １，９３２，３５１

4 衛 生 費 １，３７９，４２４ ６，３００ １，３８５，７２４

1 保健衛生費 ３６６，０１６ ６，３００ ３７２，３１６

歳　　出　　合　　計 １５，４１０，０００ ２４，０００ １５，４３４，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第４４号 

 
令和元年度瑞浪市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 
 令和元年度瑞浪市の介護保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定

めるところによる。なお、改元日以降の平成３１年度予算における元号の表

示について、 「令和」に統一する。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 
令和元年５月２７日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二 

-20-



(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 保 険 料 ７１１，３７６ △１４，８００ ６９６，５７６

1 介護保険料 ７１１，３７６ △１４，８００ ６９６，５７６

7 繰 入 金 ６１１，７７３ １４，８００ ６２６，５７３

1
一 般 会 計
繰 入 金

５９３，７１２ １４，８００ ６０８，５１２

歳　　入　　合　　計 ３，４６４，７００ ０ ３，４６４，７００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2 保 険 給 付 費 ３，１２７，３７０ ０ ３，１２７，３７０

1
介護サービス
等 諸 費

２，９０１，０４０ ０ ２，９０１，０４０

歳　　出　　合　　計 ３，４６４，７００ ０ ３，４６４，７００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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